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指定共同生活援助事業所に係る夜間支援等体制加算の取扱いについて 

日頃から本市の障害福祉施策の推進に御協力いただき、厚くお礼申し上げます。 

さて、本市における共同生活援助事業所に対する実地指導等において、算定の要件を満たさない状

況で夜間支援等体制加算Ⅰを報酬請求している事例が散見されております。算定要件を満たさずに報

酬請求を行っていることが判明した場合には、市は過誤調整の指導を行うこととなりますが、中には

多額の報酬返還が生じる場合もあります。 

ついては、貴事業所において夜間支援等体制加算Ⅰ、Ⅱ又はⅢを算定している場合には、当該算定

要件について改めて御確認いただき、算定要件を満たした事業所運営を行っていただくようお願い致

します。 

夜間支援等体制加算Ⅰ、Ⅱ又はⅢの算定要件の詳細については、以下の（１）報酬告示、（２）留

意事項通知を参照してください。障害福祉情報サービスかながわの書式ライブラリ内の、「８．障害

者総合支援法・児童福祉法等に関する情報」⇒「５ 報酬関係告示等（障害者総合支援法関係）」⇒

「指定障害福祉サービス等報酬告示」及び「指定障害福祉サービス等報酬告示留意事項通知」にて御

確認いただけます。 

（１）「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サー

ビス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成 18 年 9

月 29 日厚生労働省告示第 523 号）」平成 28 年 3月 31日厚生労働省告示第 166号改正現在 

（２）「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サー

ビス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う

実施上の留意事項について」平成 28 年 3 月 30 日障発 0330 第 11 号改正現在 

 なお、（２）の該当箇所の抜粋は、別紙にて御確認ください。 

 また、「平成 27 年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成 27 年 3 月 31 日）」及び

「平成 27 年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ ＶＯＬ．3（平成 27 年 5 月 19 日）①」

も併せて参照してください。障害福祉情報サービスかながわの書式ライブラリ内、「６．お知らせ

（県内共通）」⇒「６ 報酬改定に関する情報」から御確認いただけます。 
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